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文化庁の組織再編と文化財保護行政の新たな展望について

1．はじめに
我が国の文化芸術全般の振興に関する基本的
な法律として、平成13年に文化芸術振興基本法
（平成13年法律第148号）が成立して以後、政府
においては、4次にわたる「文化芸術の振興に関
する基本的な方針」を策定し、その下で、文化芸
術立国の実現に向けた様々な施策に取り組んでき
たところである。
しかし、同法の制定から年月を経るにつれて、
少子高齢化やグローバル化の進展はますます進
み、社会の状況が著しく変化する中で、文化行政
の新たな展開が求められるようになってきた。こ
うした状況の変化を踏まえ、文化審議会が平成
28年11月にとりまとめた「文化芸術立国の実現
を加速する文化政策（答申）―『新・文化庁』を目
指す機能強化と2020年以降への遺産（レガシー）
創出に向けた緊急提言―」においては、我が国の
文化政策の大きな転換の方向性が示されるととも
に、新しい文化庁の誕生が強力に求められること
となった。
同答申が具体的に必要性を訴えたのは、様々な
関連分野との連携による文化庁の政策総合推進体
制の整備、文化芸術政策の効果的な立案・実施・
検証の観点からの基本計画の策定など、文化政策
の形成機能・推進体制の強化であった。この背景
には、折しも文化庁が、政府の重要課題である地
方創生のフロントランナーとして京都へ全面的に
移転することとなっていたところ、現状のまま移
転を行えば、むしろ文化行政の弱体化を招くので
はないか、との懸念もあった。
こうした課題意識の中、政府においては、複数
の閣議決定文書等（注1）の中で文化庁の機能強
化を図ることが示されてきた。さらに、国会にお
いても、平成29年6月、文化芸術振興基本法を

改め「文化芸術基本法」とする法律（注2）が全会
一致で成立し、その附則において、「政府は、文
化芸術に関する施策を総合的に推進するため、文
化庁の機能の拡充等について、その行政組織の在
り方を含め検討を加え、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるものとする」ことと規定された。
政府としては、この検討規定に基づき、文化庁が
担うべき所掌事務とその体制の在り方についての
制度的検討を行い、その結果として、文部科学省
設置法の改正による文化庁の機能強化・組織再編
を図ることとしたのである。
本稿においては、上記のような経緯を経て実現
されることとなった文化庁の組織改編について概
観するとともに、同時期に進められた文化財保護
制度の見直しの趣旨をお示しすることにより、新
たな文化庁の姿と、これからの文化行政が目指す
新たな展望について共有することとしたい。

2．新・文化庁の発足
（文部科学省設置法改正の背景）
新たな文化庁に求められた条件は、文化行政に
関する新たな社会のニーズに対応できる組織・体
制を整備することであった。このことは、同時に、
新たな文化芸術基本法の理念を実現する行政組織
を構築する必要があることをも意味していた。
この新たな文化芸術基本法の理念、すなわち、
文化芸術基本法の改正趣旨としては、主として以
下の3点が挙げられる。
①�文化芸術により生み出される様々な価値を
文化芸術の継承等に活用することが重要で
あることから、文化芸術施策の推進にあたっ
ては、文化芸術の固有の意義と価値を尊重
しつつ、観光・まちづくり・国際交流・福祉・
教育・産業その他の関連分野との有機的な
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連携が図られるよう配慮されなければなら
ないとしたこと。
②�児童生徒等に対する文化芸術に関する教育
が重要であることから、学校等、文化芸術
団体、家庭及び地域における活動の連携が
図られるよう配慮されなければならないと
したこと。
③�政府において、文化芸術に関する施策の総
合的かつ一体的、効果的な推進を図るため、
関係行政機関（注3）からなる「文化芸術推
進会議」を設けるとともに、文化芸術に関す
る施策に関する基本的な計画（文化芸術推進
基本計画）を策定（注4）しなければならな
いとしたこと。また、地方公共団体におい
ても、同計画を参酌して「地方文化芸術推進
基本計画」を策定するよう努めなければなら
ないとしたこと。
文部科学省としては、これらの趣旨にかなう
文化行政の実現を目指し、平成29年6月の改正
文化芸術基本法の施行以後、文化庁の機能の拡充
についての検討、関係府省庁との協議を進めてき
た。その中で、他省からの定員の振替も含めて、
文化庁の行政機能の強化が実現されることを前提
に、文化庁の定員を平成29年度の231人から22
名増員し、253名とするなどの体制強化も図られ
たところである。
（文部科学省設置法改正の概要）
上に述べたような文化庁が担うべき役割に関
する政府内の検討の結果、平成30年2月、文化
庁の任務及び所掌事務について定める文部科学省
設置法を改正するための法律案が国会に提出され
ることとなった。その主な内容は、概略、以下の
通りである（図1参照）。
第一に、文化庁の任務について、当時の規定で
は「文化の振興」と規定されていたところ、上記
の文化芸術基本法の趣旨①にもあるとおり、文化
施策とそのほかの関連する施策との連携が強く求
められていたことを踏まえ、これを「文化に関す
る施策の総合的な推進」と改めることとした。併
せて、この任務を実現するため、文化庁の所掌事
務として「文化に関する基本的な政策の企画及び
立案並びに推進に関すること」と「文化に関する

関係行政機関の事務の調整に関すること」を加え
ることとした。
この2つの事務は、それぞれ、前者は文化芸術
推進基本計画の策定に係る事務を、後者は文化芸
術推進会議の運営に係る事務を念頭に置いたもの
であり、いずれも文化芸術基本法の規定を着実に
実施し、文化庁が中核となって我が国の文化行政
を総合的に推進する体制の整備を企図して追加さ
れたものである。
第二に、それまで文部科学省本省で担われて
いた「学校における芸術に関する教育の基準の設
定」に関する事務を文化庁に移管し、小学校にお
ける「音楽」及び「図画工作」、中学校における
「音楽」及び「美術」並びに高等学校における「芸
術（音楽、美術、工芸、書道）」の科目に係る教育
課程の基準の設定等を文化庁において行うことと
した。
文化庁においては、従前、子供たちが文化芸術
を体験する機会を提供し、文化芸術の普及に資す
るべく、芸術団体等による学校での公演を支援す
るなどの取組を行ってきたところである。これに
加えて、教育課程における芸術に関する教育に関
する事務をも併せて所掌することにより、文化庁
が培ってきた知見やネットワーク等を、学校にお
ける芸術に関する教育と有機的に結び付け、今ま
で以上に活用することが可能となる。芸術に関す
る教育に係る事務を移管したねらいは、このよう
な連携を通じて、文化と教育の両分野における施
策の一体的・効果的な推進に資する点にあり、こ
のことは、上記文化芸術基本法の趣旨のうち②に
掲げられた、子供たちへの文化芸術教育の充実に
も適合するものであった。
第三に、「博物館に関する事務」について、そ
れまでは博物館法などの博物館制度全般に関する
ことを文部科学省本省が所掌し、博物館のうち美
術館及び歴史に関する博物館といった一部の類型
のみを文化庁が所掌していたところ、これらを一
元的に文化庁が所掌することとし、文化庁の任務
として「博物館による社会教育の振興」を加える
こととした。
博物館については、その展示の内容等から「歴
史博物館」や「美術博物館（美術館）」のほか、「科
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学博物館」、「植物園」、「水族館」等に分類される
が、全国の博物館のうち7割以上を歴史博物館及
び美術館が占めていた（注5）。このような状況
に加え、博物館に対しては、文化・観光拠点とし
ての役割の発揮や、学芸員の資質のさらなる向上
といった社会的要請がなされていたところであ
り、博物館全体の振興を一元的に推進し、様々な
分野の博物館同士の連携を進めることが必要で
あった。このため、部署が分かれていることによ
る弊害（注6）を廃し、一体的な行政事務を執り

行う観点から、博物館全体を文化庁において所掌
することとしたのである。文化芸術基本法の趣旨
に立ち返ってみても、社会教育の拠点であり、観
光の拠点ともなりうる博物館を文化庁の所掌の中
に取り入れることは、同法において示された「文
化施策と他の関連施策との連携」という命題に沿
うものであった。
上記の3点を主な内容とする「文部科学省設置
法の一部を改正する法律」は、国会における審議
を経て、平成30年6月に成立（注7）し、文化庁

文部科学省設置法の一部を改正する法律の概要

京都への全面的な移転に向け、新・文化庁にふさわしい組織改革・
機能強化を図り、文化に関する施策を総合的に推進する。

※ 文化芸術振興基本法の一部を改正する法律（平成29年法律第73号）附則第２条に規定された検討
の結果に基づく措置
（文化芸術に関する施策を総合的に推進するための文化庁の機能の拡充等の検討）

第二条 政府は、文化芸術に関する施策を総合的に推進するため、文化庁の機能の拡充等について、
その行政組織の在り方を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

概要

施行期日 平成３０年１０月１日

１．文部科学省及び文化庁の任務について、文化の振興に加え、文化に関する
施策の総合的な推進を位置付ける。

また、その所掌事務に、

①文化に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること
②文化に関する関係行政機関の事務の調整に関すること

を追記し、文化庁が中核となって我が国の文化行政を総合的に推進していく
体制を整備する。

２．芸術に関する教育に関する事務を文部科学省本省から文化庁に移管する
ことにより、芸術に関する国民の資質向上について、学校教育における人材
育成からトップレベルの芸術家の育成までの一体的な施策の展開を図る。

※ 小学校の「音楽」「図画工作」、中学校の「音楽」「美術」、高等学校の「芸術（音楽・美術・工芸・書道）」
等に関する基準の設定に関する事務を文化庁に移管する。

３．これまで一部を文部科学省本省が所管していた博物館に関する事務を、
文化庁が一括して所管することにより、博物館の更なる振興と行政の効率化
を図る。

※ 社会教育施設としての博物館（文化施設としての美術館及び歴史博物館のほか、水族館、動物園
及び科学博物館等も含む）に関する事務全般を文化庁で所管することとする。

４．その他、文化審議会の調査審議事項など、上記１．～３．の任務・所掌事
務の追加を踏まえた見直しを行う。

図1
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に新たな任務及び所掌事務が与えられることと
なったのである。
3．文化財保護行政の転換
（文化財保護行政の見直しの背景）
上記のように、社会情勢の著しい変化を背景
に、文化行政全体の大きな転換が求められていた
のと相まって、文化財をめぐる行政の在り方もま
た、新しい時代に即したものとなるべく、改革を
迫られていた。
我が国においては、地域の風土や生活、他国
の文化との交流等を通じて育まれ、守り伝えられ
てきた多様な文化財が数多く存在している。これ
らは言うまでもなく、我が国の文化的な発展や地
域のきずなの維持などにおいて、なくてはならな
い国民の宝であり、これまで、多くの文化財関係
者のたゆまぬ努力により、その保護が図られてき
た。ところが近年、過疎化や少子高齢化などを背
景に、文化財の滅失や散逸、担い手不足への対応
が喫緊の課題として表出してきたため、文化財保
護行政についても、その在り方の見直しが求めら
れることとなったのである。
同時に、文化財をめぐっては、文化行政が他の
関連分野との有機的な連携を求められていたのと
いわばパラレルとなって、文化財を地域のまちづ
くりの核に据えて、その活用を図ることや、いま
だ価値づけのされていない地域の文化財を掘り起
こして、地域の活性化を進めることへのニーズも
多く見られるようになっていた。
これらの社会的要請を踏まえ、平成29年5月、
文部科学大臣から文化審議会文化財分科会に対し
て諮問（注8）がなされたことで、同分科会にお
いて、文化財の確実な継承に向け、未来に先んじ
て必要な施策を講じるための文化財保護制度の在
り方について包括的な検討を行うこととなった。
同分科会は、包括的な検討の中で、文化財やそ
の取り巻く環境を一体的に捉えた取り組みと地域
振興について、文化財保護法の改正も視野に入れ
て議論を進めることとなった。その議論の取りま
とめたる答申（注9）においては、文化財保護行
政に関する方策提言の大前提として、以下のよう
な言及がなされている。
すなわち、文化財は、有形のものや無形のも

の、有形のもののうちでも建造物や美術工芸品な
ど、多種多様な類型から成り立っていることか
ら、「細心の注意が不可欠な脆弱な文化財が存在
する一方で、社会の中で適切に活用されなけれ
ば継承がままならない文化財も存在」する。した
がって、一度失われると取り返しがつかないとい
う文化財共通の性質を踏まえつつ、個々の特性や
脆弱性についての正しい認識の下、適切な取り扱
いがなされる必要がある、としている。
同時に、「文化財の保存と活用は、互いに効果
を及ぼし合い、文化財の継承につなげるべきもの
で、単純な二項対立ではない」ことも明確に述べ
ている。文化財の保存に悪影響を及ぼすような活
用はあってはならない一方、文化財の継承のため
にも、その大切さを多くの人々に伝えるための活
用は不可欠であり、文化財の種類や性質に配慮し
ながら、適切な保存と活用の在り方を整理し、保
存を確固とするような活用の在り方を模索してい
く必要がある旨が指摘されている。
このような前提を基礎として、同答申は、文化
財の保存と活用に関する基本的な考え方として、
主に次のような点を提示している。
第一に、文化財の恩恵を、現代のみならず将来
にわたり各世代の人々が享受し、文化財の魅力や
価値を活用できるよう、計画的な修理・管理など
文化財の適切な保存が必要であることである。
第二に、文化財の所在する地域の住民が、文化
財を通じてふるさとへの理解を深め、様々な活動
に主体的に参画することが、文化財と地域社会の
維持発展にとって不可欠なことである。
第三に、文化財の保存と活用の好循環を作り上
げていく視点、すなわち、文化財を核にした取組
により生まれる社会的・経済的価値を地域の維持
発展に役立て、文化財の保存や新たな文化創生へ
と還元する視点が重要なことである。
同答申は、このような基本的な考え方の上に立
脚し、具体的な文化財保護制度の在り方を提案し
ており、平成30年3月、政府においては、同答
申の内容に基づき、文化財保護法及び地方教育行
政の組織及び運営に関する法律の改正案を国会に
提出する運びとなった。
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（文化財保護法及び関係法令の改正の概要）
文化審議会答申の趣旨に基づき行われた文化
財保護法及び関係法令の改正は、地域における文
化財の計画的な保存、活用の促進や、地方におけ
る文化財保護行政の推進力の強化を図り、国・地
方公共団体により指定されているもの以外のもの
を含めた地域のさまざまな文化財を町づくり等に
生かしつつ、次世代に確実に継承することができ
るよう、地域社会総がかりで取り組んでいくこと
を広く推進することを目指すものであった。その
具体的な内容としては以下のとおりである（図2
参照）。
第一に、文化財保護行政の中に、いわゆる計画
行政の観点を取り入れ、文化財保護に関する総合
的・計画的な地域全体の取組の推進を図ることと
した。
まず、都道府県教育委員会は、区域内の文化
財の保存及び活用に関する総合的な施策の大綱を
定めることができることとした。この大綱は、都
道府県において、域内の市町村を包括する立場か
ら、複数の市町村にまたがる広域的な取組や、ま
た災害発生時の対応、小規模市町村への支援な
ど、あらかじめ当該都道府県における文化財の保
存、活用に係る取組の方向性を記載することが想
定される。
その上で、市町村教育委員会は、都道府県の
大綱が定められているときはこれを勘案して、区
域内の文化財の保存及び活用に関する総合的な計
画（文化財保存活用地域計画）を作成し、文化庁
長官の認定を申請することができることとした。
この際、同計画の策定や実施にあたっては、市
町村教育委員会において、地域のさまざまな関係
者で構成される協議会を組織できることとし、文
化財の所有者や学識経験者、商工関係団体や観光
関係団体など、民間も含めた幅広い主体の協力を
得ながら文化財保護に取り組むことを可能として
いる。
文化財保存活用地域計画の趣旨は、市町村が、
文化財やそれを支える地域住民に最も身近な基礎
自治体としての立場から、域内の文化財に関する
現状を把握し、当該市町村における文化財の保存
と活用に関する基本的な方針や市町村が講ずる措

置（注10）の内容、文化財を把握するための調査
に関する事項などを記載することにある。
こうした仕組みにより、地域で守るべき文化財
の掘り起こしや後継者の確保などに向けた課題の
洗い出しが可能となり、地域の現状を踏まえた文
化財の保存、活用に関する方策の明確化につなが
ることが期待される。
また、計画の認定を受けた市町村は、国の登録
文化財（文化財保護法第57条に規定する登録有
形文化財、第90条に規定する登録有形民俗文化
財、第132条に規定する登録記念物）とすべき文
化的所産について、文部科学大臣に提案できるこ
ととした。これにより、地域で新たに掘り起こし
た未指定の文化財について、速やかな保護措置に
つなげることが可能となる。このほか、従前は都
道府県や市においてのみ認められていた文化庁長
官の権限に属する事務（文化財保護法第184条）
の一部について、計画の認定を受けた町村におい
ても、これを行うことを可能とした。
第二に、個別の文化財についても、その確実な
継承を図るべく、その保存と活用に係る制度の見
直しを図っている。具体的には、重要文化財等の
所有者等は、当該重要文化財等の保存及び活用に
関する計画（保存活用計画）を作成し、文化庁長
官の認定を申請することができることとし、認定
を受けた計画に記載された現状変更の許可等につ
いて手続の弾力化を図ることとした。弾力化の例
としては、たとえば、国指定の重要文化財につい
て現状変更を行おうとするとき、通常であれば、
文化庁長官の許可を要するところ、計画に記載さ
れた行為については、事後の届出で足りるものと
することなどが挙げられる。
これまでも、重要文化財である建造物や記念
物については、予算事業として計画の作成の推進
を図ってきたところであるが、個人において所有
されている場合が多い美術工芸品など一部の文化
財類型については、計画の作成は進んでいない状
況であった。本改正は、この点を改善すべく、美
術工芸品を含む幅広い文化財類型について、保存
活用計画の作成を制度化したものであり、文化庁
としても、所有者等に対してその作成を積極的に
促していくこととしている。これにより、文化財
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(１) 地域における文化財の総合的な保存・活用
① 都道府県は、文化財の保存・活用に関する総合的な施策の大綱を策定できる

② 市町村は、都道府県の大綱を勘案し、文化財の保存・活用に関する総合的な計画（文化

財保存活用地域計画）を作成し、国の認定を申請できる。計画作成等に当たっては、住

民の意見の反映に努めるとともに、協議会を組織できる（協議会は市町村、都道府県、

文化財の所有者、文化財保存活用支援団体のほか、学識経験者、商工会、観光関係団体

などの必要な者で構成）

③ 市町村は、地域において、文化財所有者の相談に応じたり調査研究を行ったりす
る民間団体等を文化財保存活用支援団体として指定できる

(２) 個々の文化財の確実な継承に向けた保存活用制度の見直し
① 国指定等文化財の所有者又は管理団体（主に地方公共団体）は、保存活用計画を

作成し、国の認定を申請できる

② 所有者に代わり文化財を保存・活用する管理責任者について、選任できる要件を
拡大し、高齢化等により所有者だけでは十分な保護が難しい場合への対応を図る

(３) 地方における文化財保護行政に係る制度の見直し
① 下記２．により地方公共団体の長が文化財保護を担当する場合、当該地方公共団

体には地方文化財保護審議会を必置とする
② 文化財の巡視や所有者への助言等を行う文化財保護指導委員について、都道府県

だけでなく市町村にも置くことができることとする

(４) 罰則の見直し
① 重要文化財等の損壊や毀棄等に係る罰金刑の引き上げ等

文化財保護法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の一部を改正する法律の概要

平成31年４月１日

概 要

１．文化財保護法の一部改正

趣 旨

２．地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正

地方公共団体における文化財保護の事務は教育委員会の所管とされているが、条例
により地方公共団体の長が担当できるようにする

過疎化・少子高齢化などを背景に、文化財の滅失や散逸等の防止が緊急の課題で
あり、未指定を含めた文化財をまちづくりに活かしつつ、地域社会総がかりで、その継承に取
組んでいくことが必要。このため、地域における文化財の計画的な保存・活用の促進や、地方
文化財保護行政の推進力の強化を図る。

【計画の認定を受けることによる効果】
・国の登録文化財とすべき物件を提案できることとし、未指定文化財の確実な継承を推進

・現状変更の許可など文化庁長官の権限に属する事務の一部について、都道府県・市のみ
ならず認定町村でも行うことを可能とし、認定計画の円滑な実施を促進

【計画の認定を受けることによる効果】
・国指定等文化財の現状変更等にはその都度国の許可等が必要であるが、認定保存活用
計画に記載された行為は、許可を届出とするなど手続きを弾力化

・美術工芸品に係る相続税の納税猶予（計画の認定を受け美術館等に寄託・公開した場
合の特例）

施行期日

【第183条の2第1項】

【第183条の5、第184条の2】

【第192条の2、第192条の3】

【第53条の2第1項等】
【第53条の4等（税制優遇は税法で措置）】

【第31条第2項等】

【第190条第2項】

【第191条第1項】

【地教行法第23条第1項】

【第183条の3第1項、同条第3項、第183条の9】

【第195条第1項等】

図2
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の適切な周期での修理や、そのために必要な原材
料、用具に関する事項も可視化がなされることと
なり、我が国の貴重な文化財の確実な継承に資す
ることとなると考えている。
また、所有者に代わって文化財の保存・活用に
あたる管理責任者の制度について、従前は「特別
の事情があるとき」という要件を満たす場合にの
み選任できることとされていた（注11）が、限定
的に過ぎ、制度の活用が十分なされていないとの
指摘があったことから、この要件を「文化財の適
切な管理のため必要があるとき」とし、高齢化等
により所有者だけでは十分な文化財の保護が難し
い場合なども含め、管理責任者の選任要件を拡大
することとした。
本改正により、管理責任者制度が使われやすく
なるものと考えているが、制度が広がった後も、
所有者と管理責任者との意思疎通を確実なものと
していくことが重要である。文化庁としては、管
理責任者制度について、使いやすさの観点と実効
性の観点とを両立できるよう、引き続き支援を進
めることとしている。
第三に、地方公共団体に関しては、これまで教
育委員会が行うこととされていた文化財保護に関
する事務を、条例の定めるところにより当該地方
公共団体の長が管理・執行することができること
とするなど、地方における文化財保護行政に係る
制度の見直しを図った。この点については、国に
おける体制の整備と併せて、後に詳述する。
これらの事項を内容とする改正法は、平成30
年6月に国会において成立し、平成31年4月1日
に施行予定となっている。現在、文化庁において
は、法の趣旨を踏まえ、関係する政令等の下位法
令の整備や、地方公共団体が大綱や計画等を作成
するにあたり拠りどころとするための指針の策定
を進めているところであり、地方公共団体とも密
接に連携しながら、文化財の次世代への確実な継
承と効果的な活用に向け、地域社会総がかりでの
取組を一層促進したいと考えている。

（文化財保護行政に関する体制の変更）
上に述べたような文化財保護に関する制度の
見直しとともに、文化財保護行政をめぐる体制に

ついては、国・地方ともに変化があった。
まず、国においては、前述の文部科学省設置法
改正を踏まえた文化庁内部部局の再編の中で、従
来の二部体制、すなわち文化財については文化財
部が取り扱い、それ以外の文化的所産については
文化部が取り扱う体制を廃することとした
さらに、文化財とそれ以外の文化的所産をまと
めて「文化資源」として捉え、これらを一体的に
活用する体制を整備し、文化財の着実な継承・保
存を可能とするため、文化資源の活用を担う「文
化資源活用課」、文化財の保存を専門的に担う「文
化財第一課」及び「文化財第二課」をそれぞれ新
設することとした。なお、本稿冒頭でも述べたよ
うに、文化庁は遅くとも2021年度中に京都への
本格移転を目指すこととされており、文化財関係
部局については、すべて京都に移転することを予
定している。
地方においては、文化財保護法の改正概要の
第三として述べたように、従来は教育委員会に属
することとされていた文化財保護行政を、条例に
より、首長部局においても所管できることとなっ
た。ただし、中教審答申等においては、文化財保
護に関する事務を首長部局に移管する場合には、
政治的中立性や専門性等を確保するため、現在任
意設置とされている地方文化財保護審議会を必置
とするとともに、地域の実情に応じて、専門的知
見を持つ職員の配置促進や研修等の充実、情報公
開など文化財行政の透明性の向上等に総合的に取
り組む必要がある旨が提言された。このため、改
正文化財保護法においても、地方文化財保護審議
会を必置とするなどの担保措置が併せて規定され
ている（図3参照）。

4．おわりに
昭和43年6月に文化庁が創設されてから、今
年（平成30年）はちょうど50周年にあたる。こ
れまでの間、文化庁は、さまざまな社会情勢の変
化や、文化行政をめぐる新たな需要の出現などを
経験しつつも、多種多様で貴重な文化財をはじ
め、我が国の誇るさまざまな文化芸術を継承し、
発展させるべく、力を尽くしてきた。
折しも、2020年東京オリンピック・パラリン
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■政策課

■著作権課

■国際課

長官官房

新・文化庁の組織について

文化部

文化財部

■芸術文化課

■国語課

■宗務課

■伝統文化課

■美術学芸課

■記念物課

■参事官（建造物担当）

地域文化創生本部

部制廃止に
よる機動的
対応

省内業務
博物館・
芸術教育 の
移管

分野別
タテ割りから
機能重視へ

平成 年 月 日～これまで

文化芸術基本法を踏まえた文部科学省設置法の改正により、２０１８年１０月より文化庁は
新しい組織となります。具体的には、京都への移転を見据え、次長を2人配置するとともに、
文化部や文化財部を廃止し、総合的な文化行政の一層の推進に向けた機能強化を図ります。

長官・次長・審議官・文化部長・文化財部長

・文化財鑑査官
長官・次長・次長・審議官・審議官

・文化財鑑査官

定員２３１人 定員２５３人

・文化庁全般の人事、機構定員、予算、顕彰制度
・文化庁全体の総合調整、日本文化の発信、文化政策調査研究（※１）

・不動産である文化資源の活用に関すること
・世界文化遺産・無形文化遺産に関すること、日本遺産に関すること

・無形・動産である文化資源の活用に関すること（※２）
・生活文化振興、文化創造支援、文化による地方創生・共生社会推進

・建造物以外の有形文化財の調査・指定等に関すること
・無形文化財、民俗文化財、文化財保存技術の調査・指定等に関すること

・建造物である有形文化財の調査・指定等に関すること
・記念物,文化的景観.伝統的建造物群保存地区の調査・指定等に関すること

・宗教法人に関する認証等に関すること
・宗教に関する専門的、技術的な指導及び助言を行うこと

・国会対応総括、文化芸術推進基本計画
・博物館、劇場・音楽堂など文化施設、アイヌ文化、文化独法

・文化経済戦略など各省との連携調整
・国際文化交流、国際協力

・著作者の権利・出版権及び著作隣接権の保護及び利用に関すること
・著作権等に関する条約に関する事務を処理すること

・国語の改善及びその普及に関すること
・外国人に対する日本語教育に関すること

・実演芸術、映画・メディア芸術など東京団体窓口
・学校における芸術に関する教育の基準の設定など人材育成

注）下線は遅くとも 年度中を目指し京都に移転。 参事官（文化創造担当）は当面、地域文化創生本部事務局を担う
本格移転までの間、文化調査研究（※１）は参事官（文化創造担当）で、無形・動産である文化資源の活用に関すること（※２）は文化財第一課で実施。

■政策課

■企画調整課

■文化経済・国際課

■参事官（芸術文化担当）

■著作権課

■国語課

■参事官（文化創造担当）

■文化資源活用課

■文化財第二課

■文化財第一課

■宗務課

（ より京都に設置）

地域文化創生本部

図3
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ピック競技大会の開催に向けて、国際的に、我が
国への注目が高まっている。その中でも、我が国
の持つ豊かな文化芸術資源に対する関心は非常に
高く、全国各地で地域の誇りとなっている文化芸
術資源の魅力を、国内外に対して効果的に発信す
る好機である。
また、すでに述べたとおり、文化庁は、遅く
とも2021年度中に京都への移転を目指すことと
しているが、中央省庁の本庁を東京の外に置くの
は、実に明治以来、初めてのことである。文化庁
としては、地方創生という重要な課題に資するべ
く、この移転の効果が全国に広がり、我が国全体
の文化行政の強化につながっていくよう、精力的
に取り組まなければならない。
このように、文化庁を取り巻く環境がますます
変化を早め、また大きな波となっている眼下の情
勢にかんがみれば、今般の文化庁の機能強化、文
化財保護行政の転換は、まさに時宜にかなったも
のであり、脈々と続く文化行政の進化の中でも、
大きな一歩であったと考えている。今後一層、文
化財や文化活動に携わる多くの人々の努力に報い
るためにも、新しい文化行政の展開を通じて、文
化芸術立国の実現に向けて、力強く取り組んでま
いりたい。

注
（1）�「政府関係機関移転基本方針」（まち・ひと・しごと

創生本部決定、平成28年3月）、「まち・ひと・し
ごと創生基本方針」（閣議決定、平成28年6月）、「ま
ち・ひと・しごと創生基本方針2017」（閣議決定、
平成29年6月）、「経済財政運営と改革の基本方針
2017〜人材への投資を通じた生産性向上〜」（閣議
決定、平成29年6月）などにおいて、文化庁の機能
強化について言及されている。

（2）�文化芸術振興基本法の一部を改正する法律（平成29
年法律第73号）。

（3）�文部科学省、内閣府、総務省、外務省、厚生労働省、
農林水産省、経済産業省、国土交通省その他の関

係行政機関と規定されている（文化芸術基本法第36
条）。

（4）�旧文化芸術振興基本法においては、文化芸術の振興
を図るにあたっての国の役割は、あくまでも全体
的な方針を示す立場であるとの整理の下、「文化芸
術の振興に関する基本的な方針」の策定が政府に求
められていたところである。この点、改正法では、
文化芸術の振興にとどまらず、観光・まちづくり
等の関連分野を含め、文化芸術に関する施策を総
合的かつ計画的に推進することが必要であること
から、「文化芸術に関する施策に関する基本的な計
画」の策定を政府に義務付けることとした。

（5）�文部科学省において実施している社会教育調査によ
れば、全国の博物館（博物館法上の登録博物館、博
物館相当施設及び博物館類似施設を含む。）5,690館
のうち、歴史博物館及び美術館は4,366館を占め、
その割合は約77%に上っていた（平成27年10月1日
時点）。

（6）�博物館に関する事務が2つの部局に分かれて執り行
われていたことの弊害としては、たとえば、文部
科学省本省において学芸員養成研修を実施する一
方で、文化庁においては歴史に関する博物館と美
術館に係る学芸員のマネジメント能力向上のため
の取組を行うなどの状況が生じることにより、施
策の重複や非効率性が指摘されたところである。

（7）�施行は平成30年10月1日。同日付で、文化庁の内
部組織について定める文部科学省組織令等の関係
法令の改正も行われることとなった。

（8）�「これからの文化財の保存と活用の在り方について」
（平成29年5月19日）。

（9）�「文化財の確実な継承に向けたこれからの時代にふ
さわしい保存と活用の在り方について（第一次答
申）」（文化審議会、平成29年12月8日）。

（10）�市町村が講ずる措置の内容としては、文化財の修
理や整備、防災対策などのほか、地域住民や子供
たちへの文化財の普及啓発、観光、まちづくり部
局とも連携した地域振興方策、保存技術や原材料
確保に向けた措置などを盛り込んでいただくこと
を想定している。

（11）�たとえば、所有者が海外に一定期間滞在する場合な
ど、文化財の所在地を一時的に離れる場合などが
典型的な例として挙げられる。


